
令和３年度当初予算のポイント

Ⅰ 予算規模

１兆２，５８５億１４百万円 （対前年度 ▲１，８３３億円 ▲１２．７％）

Ⅱ 歳入

うち 復興・創生分 ２，５８５億３４百万円 （対前年度 ▲２，４５８億円 ▲４８．７％）

３ 地方交付税等

（１）実質的な地方交付税 ２，４４５億８９百万円 （①+②）
（対前年度 ＋２１１億円 ＋９．４％）

（２）震災復興特別交付税 １５０億９５百万円
（対前年度 ▲７９５億円 ▲８４．０％）

※通常の地方交付税(上記(1))とは別枠で確保。

４ 国庫支出金 ２，１９２億６百万円
（対前年度 ▲８０９億円 ▲２７．０％）

復興に係る公共事業の減等により減額となる見込み。

１ 県税 ２，１８６億５１百万円
（対前年度 ▲１３９億円 ▲６．０％）

①地方交付税 １，８９８億円
（対前年度 ＋１８億円 ＋１．０％）

②臨時財政対策債 ５４７億８９百万円
（対前年度 ＋１９３億円 ＋５４．４％）

５ 県債 １，９３１億７６百万円
（対前年度 ＋２７０億円 ＋１６．２％）

①借換債を除いた県債の規模
１，５７３億８０百万円（対前年度 ＋２４４億円 ＋１８．３％）

【県債依存度 １２．９％】

②借換債及び臨時財政対策債を除いた県債の規模
１，０２５億９１百万円（対前年度 ＋５１億円 ＋５．２％）

【県債依存度 ８．８％】

※ 臨時財政対策債：実質的な地方交付税
（後年度の元利償還金は全額交付税で算定）

県債残高
令和３年度末見込み １兆６，１３１億円 （対前年度 ＋６４２億円）

臨時財政対策債除く ９，７８６億円 （対前年度 ＋４１３億円）

令和３年2月 福島県

喫緊の課題である新型コロナウイルス感染症対策に総力を挙げて取り組むとともに、令和元年東日本台風等災害からの復旧と防災力強化を切
れ目なく進め、新たな課題にも適切に対応しながら、複合災害からの復興と福島ならではの地方創生を着実に進めるための予算として編成。

※復興に係る公共事業▲1,507億円、除去土壌搬出等事業及び除染基金積立▲661億円、令和元年東日本台風災害対応▲448億円など、復興や復旧事業の進捗により減

※一方、新型コロナウイルス感染症対応として＋912億円、防災力強化に向けた公共事業＋207億円などを計上している。

新型コロナウイルス感染症が及ぼす社会・経済活動への影響によ
り、法人事業税や法人県民税、個人県民税などを中心に、前年度よ
り減少する見込み。

２ 地方譲与税 ２２９億１０百万円
（対前年度 ▲１２２億円 ▲３４．８％）

全国的な特別法人事業税等の減等により譲与額が減少する見込み。



１ 復興・再生の加速

① 避難地域等復興加速化プロジェクト ５６６億円（ ４０件）

② 人・きずなづくりプロジェクト ５０億円（ ３６件）

③ 安全・安心な暮らしプロジェクト ７１３億円（ ７５件）

④ 産業推進・なりわい再生プロジェクト ７３７億円（ ６４件）

２ 地方創生の推進

① 輝く人づくりプロジェクト ２１０億円（１０４件）

② 豊かなまちづくりプロジェクト ２３５億円（ ５７件）

③ しごとづくりプロジェクト ８５３億円（ ７４件）

④ 魅力発信・交流促進プロジェクト ３２億円（ ３１件）

合 計 ３，３９７億円（４８１件）

Ⅲ 歳出

１ 義務的経費 ３，９１８億７百万円
（対前年度 ▲１６億円 ▲０．４％）

① 人 件 費（対前年度 ＋２８億円 ＋１．１％）
退職手当の増加など

② 扶 助 費（対前年度 ▲４４億円 ▲１５．９％）
災害救助費（復興分や台風災害復旧分）の減少など

（間接扶助費を含めると 対前年度 ▲３３億円 ▲３．３％）

③ 公 債 費（対前年度 ＋０億円 ＋０．０％ ）

２ 投資的経費 １，８６８億６８百万円
（対前年度 ▲１，７８２億円 ▲４８．８％）

① 公共事業（対前年度 ▲１，７２０億円 ▲５５．３％）
復興分や令和元年東日本台風等災害復旧の減
一方、防災力強化に向けた事業費は増加

※公共事業における維持補修費を含めると▲1,599億円▲46.9％
※公共事業費全体額 1,814億円

②そ の 他（対前年度 ▲６１億円 ▲１１．４％）
県立医大保健科学部整備事業の減少など

３ 一般行政経費 ６，７９８億３８百万円
（対前年度 ▲３６億円 ▲０．５％）

① 補助費等（対前年度 ▲４２３億円 ▲１０．０％）
市町村除去土壌搬出等支援事業の減少など

② 維持補修費（対前年度 ＋１０５億円 ＋２７．３％）
河川の浚渫を始め、公共施設等の
維持管理・防災力強化の増加など

③ その他（対前年度 ＋２８１億円 ＋１２．５％）
中小企業等の資金繰り支援を始め、感染症対策の増加など

１ 財源不足額 ６７８億円
複合災害からの復興や新型感染症への対応などに係る多様かつ膨大な

事業を実施するためには、６７８億円の財源不足が見込まれる。

２ 財源確保の状況

＜復興・創生分＞ ３２９億円

①歳入確保

・原子力災害等復興基金の活用（３２８億円）

・復興事業への地方負担導入分に係る資金手当債の活用（１億円）

＜通常分＞ ３４９億円

①歳入確保（５８億円）

・特定目的基金の活用（１３億円）

・行政改革推進債、退職手当債の活用（４５億円）

②歳出抑制（▲１６億円）

（感染症の影響を踏まえた事業見直し徹底や整理合理化）

③繰越金の活用（１５億円）

④主要基金の取崩し （２６０億円）
※主要基金の令和３年度末残高見込み：１６億円

Ⅳ 財源不足への対応

Ⅴ 重点施策体系における主要事業

（注）表示単位未満の端数は、記載区分毎に四捨五入している。
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